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はじめに
　近年、「人工知能（ＡＩ）」、「ビックデータ」、「フィ
ンテック」、「サブスクリプション」などの新しいキー
ワードがマスメディアで報道されない日は無い。こ
のような事象はどうして起こるのだろう。
　科学技術は日々進化するため、新しい技術用語が
出てくるのは当たり前である。また、人間の価値観
は変化するので、ビジネスモデルが変わるのは当然

であろう。特に、近年の価値観は「所有」から「利用」
に変化している。例えば、洋服に始まり、ハンドバッ
ク、家具、音楽、映像コンテンツなどのサブスクリ
プションのビジネスモデルが活況を呈している。サ
ブスクリプションとは、モノを購入せず、モノを借
りた期間に応じて料金を支払う方式である。
　これらの変化は「既存の社会」の進化の一つのス
テップに過ぎないのか、異なる価値観を希求する
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「新しい社会」の誕生の片鱗なのか。
　本稿では、近年の事象の変化を新しい社会へのシ
フトの証と捉えて、新しい社会における知財戦略を
検討しようと思う。その際、「Society 5.0」という概
念や「超スマート社会」という用語が日常的に使用
されているので、「新しい社会」を「超スマート社会」
と呼ばれているものであるとの仮定から論じる。た
だし、現在は新しい社会への変遷の途中であるから、
分からないことも多いと想像している。
　そこで現時点で公開されている情報から、未来予
測を含めながら、新しい社会の姿と共に、新しい社
会での知財制度や知財戦略の役割を検討したい。

第１章　超スマート社会の到来
第１節　総合科学技術・イノベーション会議（CSTI：

Council for Science, Technology and Innovation）１

　「超スマート社会」という言葉の生みの親は「総合
科学技術・イノベーション会議（以下、「CSTI」）」
と言われている。CSTIは、内閣総理大臣、科学技
術政策担当大臣のリーダーシップの下、各省より一

段高い立場から、総合的・基本的な科学技術・イノ
ベーション政策の企画立案及び総合調整を行うこと
を目的とした「重要政策に関する会議」の一つであ 
る。
　この会議の前の名称は「総合科学技術会議」だっ
た。総合科学技術会議は2001（平成13年）１月の中
央省庁再編に伴い、「重要政策に関する会議」の１つ
として内閣府に設置されたものである。内閣総理大
臣のリーダーシップの下、科学技術・イノベーショ
ン政策の推進のための司令塔として、わが国全体の
科学技術を俯瞰し、総合的かつ基本的な政策の企画
立案及び総合調整を行っていた。その後、内閣府設
置法の一部を改正する法律（2014（平成26）年法律
第31号）の施行に伴い、会議の名称を「総合科学技
術・イノベーション会議」と変更した。現在、原則
月１回開催されている。
　現在、内閣総理大臣を議長として、関係閣僚、有
識者議員などで構成されており、内閣総理大臣１名、
閣僚６名、有識者７名、関係機関の長１名の合計15
名である。（表１）

議長 安倍　晋三 内閣総理大臣
議
員

閣僚 菅　　義偉 内閣官房長官
竹本　直一 科学技術政策担当大臣
高市　早苗 総務大臣
麻生　太郎 財務大臣
萩生田光一 文部科学大臣
梶山　弘志 経済産業大臣

有識者 上山　隆大
（常勤議員）

元政策研究大学院大学教授・副学長

梶原ゆみ子
（非常勤議員）

富士通株式会社　理事

小谷　元子
（非常勤議員）

東北大学高等研究機構長

小林　喜光
（非常勤議員）

株式会社三菱ケミカルホールディングス　取締役会長

篠原　弘道
（非常勤議員）

日本電信電話株式会社（ＮＴＴ）取締役会長、（一社）日本経済団体連合会副会長・
デジタルエコノミー推進委員会委員長

橋本　和仁
（非常勤議員）

国立研究開発法人物質・材料研究機構理事長

松尾　清一
（非常勤議員）

名古屋大学　総長

関係機関
の長

山極　壽一
（非常勤議員）

日本学術会議会長

表１：総合科学技術・イノベーション会議のメンバー２


